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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、ホームレス経験者の社会的包摂を進めるための支援システムのあり方を考
察することである。そのため、ホームレス経験者の生活実態に関するパネル調査を３年間にわたり実施した。本調査に
よって、ホームレス経験者が社会的に孤立した状況にあること、精神的に不健康な状態にあることなどが明らかになっ
た。そのほか、政府が実施した無料低額宿泊所の実態調査データを分析し、無料低額宿泊所入所者の多くが福祉事務所
からの紹介によって入所していることなどを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to consider the support system to realize social 
inclusion of homeless people. Toward that end, we conducted surveys of the current living conditions of 
former homeless people over three years. These researches discovered that former homeless people were 
socially isolated and were suffered poor mental health. Furthermore, we analyzed the survey data on 
low-price accommodation facilities conducted by Ministry of Health, Labour and Welfare. This analysis 
proved that most of low-price accommodation facilities users were moved into the facilities on the 
suggestion of social welfare office.

研究分野：社会福祉学

キーワード： 貧困　ホームレス　社会的排除
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 リーマン・ショック以降、生活保護受給者
が激増している。特に、「その他の世帯」の
増加が著しく、この中には、ホームレス状態
を経験した人々も多く含まれていると考え
られる。ホームレスの約 2割に野宿と生活保
護の往還歴がみられるとの研究もあり、ホー
ムレス状態を脱却した後の地域生活の維
持・継続は喫緊の課題になっている。 
 一方、政策的には 2002年に制定された「ホ
ームレスの自立の支援等に関する特別措置
法」の期限切れが迫っているが、ホームレス
問題をめぐる状況に鑑みれば、同法を安易に
廃止することはできない。例えば、いわゆる
「ネットカフェ難民」問題にみられるような
ホームレス状態の多様化、生活保護費をピン
ハネし「貧困ビジネス」と非難されるケース
もある無料低額宿泊所をめぐる問題など、こ
の 10年間で新たな問題が顕在化している。 
 以上のように、ホームレス支援の領域では、
新たに生じた問題を踏まえた、包括的な支援
システムの構築が求められている。 
 
２．研究の目的 
 新たなホームレス支援システムを構想す
る際、キーワードの一つとなるのが社会的包
摂の概念である。 
かつて貧困は、所得や財の保有量によって
把握されてきたが、今日では、関係的・象徴
的な側面も重視されるようになっている。ホ
ームレス研究においても、社会的排除の文脈
からの議論が目立つようになっている。社会
的排除概念の特質は、多次元的な側面に着目
すること、動態的に問題を把握することにあ
るといわれる。こうした社会的排除概念の特
質を踏まえ、社会的排除を克服し、社会的包
摂をいかに進めるかという観点からの研究
が、今後のホームレス研究には求められる。 
そこで本研究では、ホームレス状態から生
活保護を受給しアパートなどでの生活に移
行した者（以下、ホームレス経験者）の被排
除状況を明らかにすることを通じて、包摂的
な支援システムを構想することを目的とす
る。 
その際、多次元的な問題把握を可能にする
ために、物質的な側面だけでなく関係的・象
徴的な側面も視野に入れた分析を行う。また、
動態的な問題把握を可能にするために、ホー
ムレス経験者の生活実態をパネル調査の手
法を用いて分析する。 
 
３．研究の方法 
(1)ホームレス経験者の生活実態に関するパ
ネル調査 
本研究のメイン・プロジェクトとして、ホ
ームレス経験者の生活実態を把握するため
のパネル調査を実施した。名古屋市内でホー
ムレス支援活動を行っている 3団体の支援を
通じてホームレス状態から居宅生活に移行
したホームレス経験者を対象に、①生活保護

に関する事項、②就労に関する事項、③孤
立・孤独感に関する事項、④健康状態に関す
る事項、⑤公共料金等の滞納状況に関する事
項などを調査した。 
調査は、3 年間継続的に実施した。回答者
数は、2012年が 333名、2013年が 288名、
2014年が 292名だった。 
 
(2)無料低額宿泊所の実態分析 
 ホームレスなど住居のない生活困窮者の
一時的な居住場所確保のための社会資源と
なっている無料低額宿泊所の実態を分析す
るため、厚生労働省が 2010 年に実施した調
査の結果データを再分析した。 
 同調査は、厚生労働省が全国の自治体に対
して、所管する無料低額宿泊所の実態（定員、
施設設備、利用料、サービス内容等）を報告
させたものである。調査結果は、2011 年 6
月に公表されたが、全ての項目が発表された
わけではなかった。そこで、同調査の結果デ
ータを、行政文書開示請求制度を通じて入手
し、再分析した。調査対象となった施設数は
488ヶ所、総入所者数は 15,024人である。 
 
(3)生活保護制度に関する市民意識調査 
 ホームレス経験者の社会的包摂を進める
上では、生活保護受給者や生活保護制度に対
する市民的な理解の拡大が不可欠である。し
かし、近年の生活保護受給者の激増に伴う財
政の圧迫を背景とする「バッシング報道」の
影響もあり、生活保護に対する否定的な世論
が形成されつつある。 
 そこで本研究では、市民の生活保護に対す
る認識を把握することを目的とした意識調
査を実施した。調査は、2014 年 5 月に、イ
ンターネット調査会社に委託して実施した。
調査対象は全国の 20歳以上 70歳未満の男女
とし、調査会社に登録しているモニター
6,770 人に依頼し、1,618 人から回答を得た
（回収率 23.9％）。調査項目は、①生活保護
に関する意識、②自立支援、③生活保護受給
者の行動規範、④生活保護費に関する意識、
⑤不正受給に関する意識、⑥濫給と漏給に関
する意識などである。 
 
４．研究成果 
(1)ホームレス経験者の生活実態に関するパ
ネル調査 
①生活保護に関する事項 
 回答者のうち、生活保護受給者に対して、
福祉事務所の担当ケースワーカーが親身に
なって相談に乗ってくれると感じるかどう
か尋ねた。「強く感じる」「まあまあ感じる」
と答えた人の割合は、2012 年が 67.5％、2013
年が 64.1％、2014 年が 59.5％と、年々低下
する傾向にあった。 
 また、2014 年調査では、生活保護を受ける
ことに対して周囲の目が気になることがあ
るかどうか尋ねた。「よくある」「ときどきあ
る」と答えた人が、45.2％を占め、2012 年頃



からのいわゆる「生活保護バッシング」の影
響が窺えた。 
 
②就労に関する事項 
 回答者の就労率は、2012 年が 16.9％、2013
年が 22.1％、2014 年が 21.8％だった。ただ
し、正規雇用で就労している人の割合は、
2012 年が 7.1％、2013 年が 8.1％、2014 年が
6.5％ときわめて低く、大半が非正規雇用で
就労していた。 
 
③孤立・孤独感に関する事項 
 子どものいる回答者に、子どもと会う頻度
を尋ねた。「まったくない」と答えた人の割
合が、2012 年は 84.8％、2013 年は 80.2％、
2014 年は 70.5％であり、徐々に低下傾向に
あるものの、子どもとの交流頻度は少ない。 
 また、友人・近隣・親族との交流頻度を尋
ねたところ、「まったくない」と答えた人の
割合が、2012 年は 50.5％、2013 年は 53.5％、
2014 年は 56.0％であり、徐々に増加傾向に
あった。 
 さらに、寂しさや孤独感を感じることがあ
るか尋ねたところ、「ある」と答えた人の割
合は、2012 年が 58.8％、2013 年が 58.3％、
2014 年が 57.8％であり、ほぼ横ばいで推移
した。 
 以上のように、ホームレス経験者の他者と
の交流は著しく制限されていることが明ら
かになった。 
 
④健康状態に関する事項 
 健康状態については、治療を中断している
病気があるかどうかを尋ねた。「はい」と答
えた人の割合は、2012 年が 17.3％、2013 年
が 25.7％、2014 年が 22.8％だった。 
 健康診断の受診状況は 2012 年と 2013 年の
調査で質問した。1 年以内に健康診断を受け
た人の割合は、2012 年が 43.5％、2013 年が
46.2％であり、半数未満にとどまった。 
 
⑤公共料金等の滞納状況に関する事項 
 2013 年と 2014 年の調査では、過去 1 年間
に、ア）経済的な理由で食料が買えなかった
経験、イ）電気料金の未払い、ウ）家賃の未
払いを経験したかどうか尋ねた。 
 食料を変えなかった経験がある人は、2013
年が 37.4％、2014 年が 36.2％、電気料金の
未払い経験がある人は2013年が14.3％、2014
年が 17.3％、家賃の未払い経験は 2013 年が
11.2％、2014 年が 11.1％と、概ね同じ傾向
にあった。 
 
 以上のように、3 年間のパネル調査の結果
からは、ホームレス経験者がアパート等での
生活に移行しても、健康や孤立といった面で
問題を抱えていることが明らかになった。 
 なお、本調査は、本研究課題を発展させた
研究プロジェクトによって、2015 年以降も継
続的に実施している。 

 
(2)無料低額宿泊所の実態分析 
 前述の通り、厚生労働省が 2010 年に実施
した無料低額宿泊所の実態に関する全国調
査の結果データを再分析した。主な知見は以
下の通りであった。 
 
①無料低額宿泊所の概況 
 所管自治体別にみると、都道府県が 300 施
設（61.5％）、政令指定都市が 167 施設
（34.2％）、中核市が 21 施設（4.3％）だっ
た。ただし、都道府県所管施設のうち 173 施
設は、東京都の所管だった。 
 入所定員は、10 人未満が 11.3％、10～19
人が 28.9％、20～29 人が 17.6％、30～39 人
が 13.3％、40～49 人が 7.2％、50 人以上が
21.7％だった。定員 100 人以上の大規模施設
も 25 施設あった。 
 入所者の年齢は、40 歳未満が総入所者の
8.4％、40 歳以上 65 歳未満が 60.6％、65 歳
以上が 30.7％だった。 
 
②居室の状況 
 定員数に対する個室数の比率が 100％以上、
すなわち全入所者に個室が用意されている
施設は 298 施設（61.1％）だった。また、個
室以外の居室（相部屋）が１つ以上ある施設
は 179 施設（36.7％）だった。 
個室と相部屋の併用も含め、1 室以上の個
室を有している施設は 378 施設、個室が全く
ない施設は 110 施設だった。個室が 1室以上
ある施設における個室の居室面積は、3.3 ㎡
以上 4.9 ㎡未満が 47 施設（12.5％）、4.9 ㎡
以上 7.4 ㎡未満が 133 施設（35.3％）、7.4 ㎡
以上 9.9 ㎡未満が 88 施設（23.3％）、9.9 ㎡
以上が 109 施設（28.9％）だった（無回答の
1施設を除く）。個室以外の居室がなく、個室
の面積が 6畳に相当する 9.9㎡以上の施設は
96 施設（19.7％）だった。 
 
③利用料 
 入所者から徴収する利用料の合計額が5万
円未満の施設が 34 施設（7.0％）、5万円以上
8万円未満が 50 施設（10.2％）、8万円以上 9
万円未満が 139 施設（28.5％）、9 万円以上
10 万円未満が 179 施設（36.7％）、10 万円以
上 11 万円未満が 59 施設（12.1％）、11 万円
以上が 27 施設（5.5％）であり、8 万円～11
万円程度が相場といえる。なお、平均額は
86,040 円だった。 
 生活扶助の基準生活費と月額利用料の差
額（＝入所者本人の手元に残る額に相当）は、
1 万円未満が 32 施設（6.6％）、1 万円～2 万
円が 55 施設（11.4％）、2万円～3万円が 212
施設（44.0％）、3万円以上が183施設（38.0％）
だった（無回答の 6施設を除く）。 
 
④サービス内容 
自立支援のための職員を設置している施
設は 423 施設（86.9％）、未設置が 64 施設



（13.1％）であった（無回答 1）。ただし、支
援計画を作成している施設は 248 施設
（51.5％）であり、作成していない施設が 234
施設（48.5％）に上った（無回答 6）。 
介護保険サービスを利用している人がい
る施設は 68 施設（13.9％）であり、人数は
計 266 人（全入所者の 1.8％）である。その
うち、特別養護老人ホームの待機者は 33 人
（同 0.2％）であった。障害者自立支援法が
適用されている入所者がいる施設は133施設
（27.3％）であり、人数は計 405 人（全入所
者の 2.7％）であった。 
入所者の金銭管理を行っている施設は 108
施設（22.2％）であった。そのうち、金銭管
理契約を結んでいる施設は93施設（86.9％）、
現金出納簿を作成している施設は 91 施設
（89.2％）であった。金銭管理契約を結ばず、
現金出納簿も作成せずに金銭管理を行って
いる施設は 3施設であった。 
 
⑤入所に至る経緯 
 入所者が施設を知った経緯については、生
活保護を受給している入所者（13,691 人）に
ついてのみ調査されていた。「病院から」が
227 人（1.7％）、「業者から」が 3,655 人
（26.7％）、「ケアマネジャーから」が 27 人
（0.2％）、「福祉事務所から」が 7,586 人
（55.4％）、「その他」が 2,013 人（14.7％）
となっており、業者と福祉事務所が主要な 2
つのルートであると考えられる。 
ただし、両者の比重は所管自治体によって
異なっており、特に東京都の特異性が目立っ
た。つまり、東京都所管の 170 施設のうち 166
施設は業者経由の入所者が 0％であり、122
施設は福祉事務所経由の入所者が 100％とな
っている。他方、政令市所管の施設の場合は、
業者経由の入所者の割合が高く、福祉事務所
経由の入所者の割合が低かった。 
 
以上のように、厚生労働省が実施した調査
結果データの再分析によって、同省の発表し
た資料では分からなかった無料低額宿泊所
の実態が明らかになった。 
 
(3)生活保護制度に関する市民意識調査 
 前述の通り、2014 年 5月に、一般市民を対
象にした生活保護制度に関する意識調査を、
インターネット調査によって実施した。本調
査によって得られた主な知見は以下の通り
だった。 
 
①回答者の属性 
 性別は、男性が 50.4％、女性が 49.6％で
あった。年齢階層は、20～29 歳が 14.8％、
30～39 歳が 20.0％、40～49 歳が 22.6％、50
～59 歳が 20.3％、60～69 歳が 22.2％であっ
た。居住地は、北海道地方が 4.6％、東北地
方が 7.2％、南関東地方が 28.2％、北関東・
甲信地方が 8.3％、北陸地方が 3.8％、東海
地方が 12.0％、近畿地方が 15.9％、中国地

方が 6.2％、四国地方が 3.2％、九州地方が
10.7％であった。未既婚の別は、既婚が
61.7％、未婚が 29.1％、離別・死別が 9.1％
であった。以上の性別、年齢階層、居住地域、
未既婚の別については、直近の国勢調査の結
果と概ね一致している。 
職業は、管理職・専門職が 14.0％、正社員
が 24.2％、派遣・パートが 20.3％、自営業
が 8.2％、専業主婦・主夫が 17.4％、無職が
10.4％、学生・その他が 5.6％であった。一
般の職業構成に比べると、男性では管理職・
専門職の割合がやや高く、女性では主婦層の
割合が高かった。 
世帯税込年収は、200 万円未満が 12.3％、
200 万円以上 400 万円未満が 27.8％、400 万
円以上 600 万円未満が 24.3％、600 万円以上
800 万円未満が 17.7％、800 万円以上 1000 万
円未満が 9.5％、1000 万円以上が 8.4％であ
った。 
主観的階層意識について、「あなたのご家
庭の生活の程度は、世間一般からみて、どの
くらいだと思いますか」と質問したところ、
「上」が 0.9％、「中の上」が 13.2％、「中の
中」が 38.6％、「中の下」が 31.1％、「下」
が 12.7％、「わからない」が 3.5％であった。
内閣府の調査と比べて、「中の中」の割合が
低く、「中の下」および「下」の割合が高い
傾向にあった。 
 
②生活保護制度の現状に関する認識 
 本調査では、「生活保護に関する次の意見
について、あなたはどのように考えますか」
として、「現在の生活保護費は高すぎる」「不
正受給への罰則を強化すべき」「親族による
扶養義務を強化すべき」「外国人の生活保護
を禁止すべき」「生活保護受給者も医療費を
一部負担すべき」「生活保護費によるギャン
ブルは禁止すべき」の 6 項目について、「と
てもそう思う」「ややそう思う」「どちらとも
いえない」「あまりそう思わない」「まったく
そう思わない」の 5つ選択肢から回答を求め
た。 
 「とてもそう思う」「ややそう思う」と答
えた人の比率が高かったのは、高い順に、不
正受給への罰則強化（87.5％）、ギャンブル
禁止（86.5％）、医療費一部負担（54.3％）、
外国人の受給禁止（45.6％）、高額な保護費
（45.5％）、扶養義務強化（41.3％）であっ
た。不正受給と保護費のギャンブルによる費
消については、9 割近くの回答者が問題視し
ており、他の項目と比較しても突出して高か
った。 
 
③生活保護費の予想額と理想額 
 生活保護費の水準に対する一般市民の意
識を把握するため、生活保護費の予想額（現
在の生活保護費はいくらだと思うか）と理想
額（生活保護費はいくらであるべきだと思う
か）を質問した。「1 万円未満」から「31 万
円以上」まで 2 万円刻みの 17 の選択肢から



回答を求めた。 
理想額と予想額との乖離を検討するため、
理想額として回答した選択肢の中間値から、
予想額として回答した選択肢の中間値を差
し引いた額を集計した。理想額と予想額の差
がマイナスである人は、現在の生活保護費と
して認識している額を引き下げることが理
想だと考えており、プラスである人はその逆、
同額の人は現状のままでよいと考えている
と解釈することが可能である。 
その結果、差額がマイナスだった人が全体
の 33.6％、同額だった人が 37.9％、プラス
だった人が 28.5％と拮抗していた。 
 
④逆転現象の解消に関する意識 
 生活保護費が最低賃金や老齢年金額を上
回る、いわゆる「逆転現象」について、その
解消方法のあり方を尋ねた。具体的には、老
齢基礎年金と最低賃金が生活保護を下回る
ことが問題になることがあるが、その問題を
どのように解消すべきと考えるか質問した。 
その結果、老齢年金との逆転現象の解消方
法については、「生活保護費を下げる」と答
えた人が 37.6％であったのに対し、「年金額
を上げる」と答えた人は 40.1％であった。ま
た、最低賃金との逆転現象の解消方法につい
ては、「生活保護費を下げる」が 31.6％、「最
低賃金を上げる」が 53.7％であった。 
なお、老齢基礎年金との逆転現象の解消に
ついては、年齢が高くなるにつれて「年金額
を上げる」との回答が多くなり、最低賃金と
の逆転現象の解消については、年収が低くな
るにつれて「最低賃金を上げる」との回答が
多くなる傾向にあった。 
 
以上のように、本調査の結果からは、生活
保護制度の現状に関する論点のうち、不正受
給問題とギャンブルによる保護費の費消に
対する市民の不満が強いことが明らかにな
った。一方、生活保護費の高さに関しては、
相対的に不満は弱く、現状の生活保護費の水
準に対する認識も、引き下げ派、引き上げ派、
現状維持派が拮抗していることが明らかに
なった。 
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